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序 

 

 

本書は経済産業省の後援のもと、一般社団法人日本産業機械工業会が実施した 2017
年度｢第 44 回優秀環境装置の表彰事業｣において受賞した優秀な環境装置の概要をま

とめたものである。 
 

米国の政権交代から１年が過ぎ「米国第一主義」の路線は変わらず、懸念されてい

た貿易摩擦による輸入規制強化で、特に中国との貿易摩擦による影響が二国間に止ま

らず各国に影響し始めていることは、今後の世界経済の動向に大きな波紋を呼びかね

ない。 
一方、TPP11 は 3 月にチリにおいて協定署名式が行われ正式合意がなされ、来年

早々の発効が待たれ、更に、日欧 EPA による新たなバリューチェーンにおける新市場

の開拓を進められることは、産業界にとっては明るい材料となっている。 
環境面に目を向けると、地球環境問題、資源・エネルギー確保の問題等が上げられ

る。近隣のアジア諸国では、一時期より経済の発展スピードが鈍化したことによりイ

ンフラ整備も進まない状況となっており、環境の悪化が懸念されている。生産に直接

関与しない周辺環境整備はどうしても後手となっているのが事実であり、依然として

深刻な環境問題を抱えている。 
我が国では、過去に深刻な環境問題に直面し、国、民間が協力して問題を克服して

きた経験を有している。民間企業においては厳しい法規制に対応するため、環境装置

の改良・開発に注力し、今日のような住み良い生活環境を作り上げ、持続可能な社会

創りに大いに貢献してきた実績があり、この経験と実績が必ずや発展途上国に大いに

役立つものと確信している。 
 

本事業は優秀な環境装置・システムを表彰し広く公表することで、環境保全技術の

研究・開発を一段と促進し、そうした技術・装置の普及により、地球環境の保全に資

することを目指すものである。 
 

本事業の実施にあたり格別のご支援を賜りました経済産業省、環境省、中小企業庁、

優秀環境装置審査委員会委員、優秀環境装置審査ＷＧ委員、並びに関係各位に厚く御

礼を申し上げる次第である。 
 
2018 年 6 月 

一般社団法人 日本産業機械工業会 
会 長  斎藤 保   
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優秀環境装置審査委員会 

委 員 長  指 宿  堯 嗣 

 

優秀環境装置の表彰事業は一般社団法人日本産業機械工業会が経済産業省の

ご後援のもとに 1974 年度から実施しているもので、優秀な環境装置やシステ

ムを表彰することにより、「持続可能な社会の形成」を実現するための環境保全

技術の研究・開発及び優秀な環境装置の普及を促進し、我が国環境装置産業の

振興を図ることを目的としている。 
 

本年度の表彰事業は、2017 年 9 月 11 日から 2017 年 10 月 20 日までの約１

ヶ月にわたって公募した。 
その結果、全国から水質汚濁防止装置〔8 件〕、廃棄物処理装置〔7 件〕、再資

源化装置〔3 件〕、その他の環境負荷低減に資する装置〔2 件〕の応募があった。

複数の分野にわたる応募もあったことから、件数としては、合計 19 件であっ

た。審査は、優秀環境装置表彰実施要綱及び優秀環境装置審査要綱の規定に基

づいて次のような手順で慎重かつ厳正に行った。 
 

まず、優秀環境装置審査ＷＧにおいて、応募のあった環境装置に関し、その

独創性、性能、経済性及び将来性の各指標について一次評価を行った上で、実

地調査を行い、評価報告を取りまとめた。 
次いで、優秀環境装置審査委員会において、審査ＷＧから上程のあった評価

報告を総合的に勘案し審査を行い、第 44 回優秀環境装置の経済産業大臣賞 1
件、経済産業省産業技術環境局長賞 1 件、中小企業庁長官賞 1 件、日本産業機

械工業会会長賞 4 件を選定した。 
 

以上の受賞各装置は、いずれも地球環境の保全に極めて有効な環境装置とし

て高く評価されたものであり、今後の普及を期待すると共に開発にあたられた

各社のご努力に心から敬意を表したい。 
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第 44 回 優秀環境装置審査委員会  

 

審査委員会 

委員長  

指宿 堯嗣 一般社団法人産業環境 理 会 技術  

、独 行 法人産業技術総合研究  環境 理研究 長  

委 員  

  経済産業省 産業局長 

 行 経済産業省 産業技術環境局長 

  経済産業省 中小企業庁長官 

   環境省 大臣官 審 官 

小   一般 団法人日本 質保 機  理事長 

   日本 工会  理事 

   一般 団法人機械振興 会 会長 

大   一般社団法人日本機械工業 合会 会長 

  進 一般社団法人産業環境 理 会 理事 

大 秀  大  理工 術  創 理工  環境資源工   

 一  大  大  環境 研究   

  保 一般社団法人日本産業機械工業会 会長 

中  一般社団法人日本産業機械工業会 理事 

 

審査ＷＧ 

 査  

  一般社団法人産業環境 理 会 行理事 環境 理 長 

 

委 員  

中  国 研究開発法人産業技術総合研究  環境 理研究  研究 長 

  国 研究開発法人産業技術総合研究  環境 理研究  

環境 物研究  員研究員 

   国 研究開発法人産業技術総合研究  環境 理研究  

資源 化 研究  上 研究員 

   一般社団法人産業環境 理 会 資源・ 促進  長 

小  一般社団法人産業環境 理 会 人 成・  長 

 一  一般 団法人日本環境  技術  

   公 団法人日本 水 技術機  資源 環研究  長 

一  国 研究開発法人 ・産業技術総合開発機  環境  研究員 

野  一般社団法人日本産業機械工業会 理事 
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第 44 回 優秀環境装置

表彰装置及び応募数・受賞数 
 

 

経済産業大臣賞  
「 を した廃棄物 」 JFE  
 

経済産業省産業技術環境局長賞  
「 環 水処理装置」 高 上 水 局 
 国 大 法人 高 大  
 日本 水 事業団 
  
 

中小企業庁長官賞  
「 機」  
 

日本産業機械工業会会長賞  応募 受 順  

「 汚 化システム」 重工環境・化  
「 処理装置」 工業  
「 ス 水処理装置 HK 」 工業  
「 ス スによる 一 化 水システム」 日本 水 事業団 
   
 
 

応募数と受賞数 
分    野 応募件数 受賞件数 

大 汚 防止装置 
水質汚濁防止装置 
廃棄物処理装置 

・振 防止装置 
・地 水汚 装置 

再資源化装置 
その他環境負荷低減に資する装置 

 0 
 8 
 7 
 0 
 0 
 3 
 2 

0 
4 
3 
0 
0 
0 
0 

合   計  19  7 
複数の分野にわたる応募 が まれるため合計 は合いま 。 
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あ 

 

 
 
 
 
 
 
 
１ 装置の  

年の廃棄物 には、発 、環境負荷低減、 ス 低減な 、 な

の 応が く要 されている。これらの要 に応 るためには、 定した低 の実現

ス 減による環境負荷低減、低公 化による ス 低減、 回 効 上による

高効 発 が 可 であるが、低 での は、廃棄物の 性・ 一性に し

て、 定となりやすい。そこで、 社では、低 でも 定した を実現 本質的な

定性の するため、高 技術 HiCOT:High-temperature Air 
Combustion Technology1 を したJFE 21ス システム 以後、 来 装置

を開発し、 社次 ス として 数の 実 を 重 て た。 
来 装置は、高 合 高 再 環 ス を の から ことを と

している。 来 装置にお る本要 技術は、低 での と廃棄物の 一性に

した、局 的な高 や 図1 を し、 の 定化を図ることで

CO、NOxの発 を することが可能である。 来 装置にお る 形 図を図2
に す。高 技術により、ご からの 分 スと から まれた高

合 を さ 、 定した がご 上 に定 することで、ご の

により 効 が 上し、 定となりやすい低 での 定 を可能としている。 
一 、処理規 が大 くなると が大 くなるため、 の中 では、 分 スと高

合 との が まり、 の 一性が 保しづらいという があった。 
それに し、「 を した廃棄物 」 以後、 装置 は、さらなる

定 と、NOx低減及び大 の 性 上を目指し、 の高 技術を発 さ

た を で めて廃棄物 に したものである。 装置にお る

形 図を図3に す。 装置では、 来、 より でいた高 合 を

より ことで、ご からの 分 スと高 合 を して さ 、

により 一な の形成、ならびに 定性の 上 CO、NOx の
低減 を実現している。また、 の 化 計が となり、小 から大

まで い での が可能である。NOxの低減 ム は、「 独創性」にて

する。 

                                                  
1 NEDO, 成 13 年度高 技術研究開発成果報告 , pp235-295, (2001)

経済産業大臣賞 

第 44 回 
優秀環境装置 

会社 
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図1 を わない低 での 形 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 高 技術を した 来 装置の 形 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 を した廃棄物 装置 にお る 形 図 
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装置を実機化した 60t/d の 要と を図 4 に す。

の要 技術となる からの高 合 を行うため、 にて

された スを再 環 ス 機により している。本 スは 2 に分

されており、一 は高 機より される と 合し 定の O2 度に調 さ

れ、 により された後、高 合 として まれる。も

う一 は、再 環 スとして 独で と まれている。また、本 で

は、 くの廃棄物 施 で されている 応 を廃止することで、 来、 応

で低 スの に していた が 要となり、 による 発 の

を実現している。なお、本 の 合、 として に

を 置している。 
 

 

 

 

 

 

 

図 4 実機化 の 要と  
 

 

 

  

焼却炉形式 全連続式ストーカ炉
処理能力 60 t/day × ２炉
排ガス冷却設備 自然循環ボイラ（3.0MPa,300℃）+減温塔
排ガス処理設備 無触媒脱硝、ろ過式集じん器+消石灰、活性炭吹込み
発電設備 蒸気タービン（2.8MPa,295℃）出力1,550kW
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開発経  
1999 年 産業技術総合開発機 NEDO の 援を受 、高 技

術の基 研究を実 12t/d で開 。 
2002 年 高 技術を した 実 JFE 21 ス システム

105t/d が 。 
2009 年 JFE 21 ス システム 機 117.5t/d が 工。 

以後、計 17 件 39 基を 4 件 10 基は 中 。 
2012 年 高 技術を に発 さ た「 」の基 研究を、実

3t/d で開 。 
2016 年 「 」を した実 60t/d が 。 
2017 年 第 1 機 工。 

 

独創性 

のとおり、本装置は、 社次 ス として数 くの実 を有す高 技

術を に発 さ た として、 で めて廃棄物 に したものであり、

来 装置と の低 CO と、 なる NOx 低減が可能となっている。 来 装置では、

より高 合 を でいたため、 に の大 い大 において、

の 一性の 保が しいという があった 図 2 。一 、 装置では、

からの高 合 とすることで、 により 一な が形成で

、 定性を 上 CO、NOx の 低減 さ るとともに、大 の 性 上を図

っている 図 3 。本 での高 技術は、「 」に の り、

10 件を取 済 の 社独 技術である。 
以 、 定性 上により、 装置で なる が図られたNOx 低減機 を す。 
 より、高 合 高 再 環 ス を 。 
 からの高 合 とご から発 する 分 スの により、

全 に 来 装置よりも に 一で 定的な を形成。 
 上 によるご の 大により 効 が 上し、低 件 での 定

を実現。 
 一な の形成及び からの ス 正化による を実現すること

で、NOx を低減。 
 
上 については、「１ 装置の 」にて に を している。以 、機

の「 」について する。 装置の にお る 度分 及び 度

分 数 結果 を図 5、6 に す。 
a からの高 合 及び高 合 度を に調 することで、

上 図 5 に 性 、 に 化性 の

を形成。 
b これにより一 目の 性 の で 成する 、シ な の 化

合物が、 目の 化性 の で NOx の として することで、
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を実現。 
c の からの再 環 スを 極的に し、ここでの

スの 合を促進さ て の 効果を高める 図 6 。 
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 度分          図 6 度分  
 
 

 
 本装置の関 は次の りである。 

第 5861880  / 廃棄物 及び廃棄物 法 
第 6011295  / 廃棄物 及び廃棄物 法 
第 6008187  / 廃棄物 及び廃棄物 法 
第 5892339  / 廃棄物 及び廃棄物 法 
第 6103471  / 廃棄物 及び廃棄物 法 

国 201380012937.4 中国  / 廃棄物 及び廃棄物 法 
第 6090578  / 廃棄物 及び廃棄物 法 
第 6146673  / ス 廃棄物 業 法 
第 6183787  / ス 廃棄物 業 法 
第 6256859  / ス 廃棄物 業 法 

 

性能 
以 に、 規 工 にお る、 来 装置と 装置の 要と を す。 来

装置の 合は、CO 度 3 ppm、NOx 度 53 ppm であるが、 装置を実機化し

た では、CO 度 1 ppm、NOx 度 41 ppm となっている。すな

わ 、本 では、 の廃止 でなく、 も しない を

現 続しており、 の大 な 減を実現している。 
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 来 装置 装置 
形  全 続 ス   

処理能力 70t/d x 2  60t/d x 2  
ス 

 
環 3.0MPa,300  

+減  
環 3.0MPa,300  

+減  

ス 
処理  

+ 、 性 、 
ス再  

応  

 
+  

性  

発  水  
力 1,990kW 

水  
力 1,550kW 

 1.3 1.3 
高 合  1.2 kNm3/h 0.9 kNm3/h 
再 環 ス  2.6 kNm3/h 1.7 kNm3/h 

NOx 度 53 ppm 
、  

41 ppm 
、  

CO 3 ppm 1 ppm 
ス  16.5 kNm3/h 15.4 kNm3/h 

 
 

2 分 
9,400Nm3/年 NH3 ス  

応  

2 分 
40Nm3/0.5 年 NH3 ス  

 
期調 に  

 

経済性 

来 装置に 、 応 、 ス再 廃止による の低減、

の 、及び の 減を実現しており、大 な ス が まれ

る。 

 来 装置 装置 
シ ス    

 1.  100 100 
2. 廃 回  100 100 

 3. ス処理 応 、 ス再 廃止  100 70 
4. 発 発 による  100 105 

ス    
1. ・ 応 、 ス再 廃止  100 99 
2. 力   

発  100 108 
力 53 53 

 47 55 
3. 減  100 97 

    来 装置にお る ス を 100 とした 合 

17%  

8%  
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将来性 

環境省の 計によると 2015 年度 の廃棄物 施 は 1,141 施 で、発 を有する施

は 348 施 に止まっている。廃棄物発 の社会的要 が高まっている中で、この

ような となっている一 としては、約 数ある施 規 100t/d の小 施 では発

効 が低く、発 による が小さいため、発 を しない 合が いこ

とが られる。本 装置は、 応 及び ス再 の廃止により、大 な発

の が めるため、小 施 に しても発 を する が し、発

を有する廃棄物 施 の が期待される。 
また、 来 装置では、 応 がない 合 NOx 規 が 的高い地 に、

であった を、 とすることが可能であり、大 な

減が まれる。さらに、 機 数 減 応 、 ス再 に

よる、 シ ・ ス 低減、ならびに施 機 置の 化が可能とな

る。 
一 、 計の では、本装置には大 化が という がある。ス

のス には の を うが、本 装置は から高 合 を

する の に、 の 化 計が可能であり 図

7 、ス の大 化が となる。 
以上のように、本 装置は、 社の 力装置となる でなく、今後の廃棄物処理業 に

大な が期待で る装置である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 大 化の 性 
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１ 装置の  
 本装置は、 水 において となっている標 性汚 法 以 、標 法とする と

の処理水質で、 力 を 減 力 標 法 0.222kWh/m3 本装置

0.105kWh/m3 1する装置である。 
本装置の処理 を図 1 に す。本装置は、 施 、 水 、 施 、

一次 施 = 水の の なる 4 施 から 成される。なお、 環水を 水

あるいは 施 の にも 環する をとる。 

   図１ 処理  
また、本装置 処理能力 6,750m3/日,高 水再 7 環 水処理

装置 の 水処理 にお る 置 を図 2 に、全 を図 3 に す。 

図 2 本装置が 置された高 の水再     図 3 実施 の全

                                                  
1 B-DASH  No.12 環 水処理技術 案 、 

成 29 年 2 月、国 省国 技術 総研究  

経済産業省 産業技術環境局長賞 

第 44 回 
優秀環境装置 

高 上 水 局 
国 大 法人 高 大  

日本 水 事業団 
会社 
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１ 来の 水 法との い 
  来の 水 は、「1 目 、2 目 の 水 、3 目 」であった。 

一 、本装置は全 を し、「1 目 、2 目 の 水 、3 目

」としている。 水 水が、1 目 施 に 環する も の

事 である。 
  技術的開発 の は、1 目 施 で、 より高い を有

する「 」の とその 効果による 水機 2 目 水 の目 まり防止、2
目 水 では処理 の 化、 及び 機能の 、3 目

施 では より高い 効果による処理水質 上と 定化 年 を ての

BOD15mg/L 以 である。 
 

開発経 の 要 

開発経 については次 にて するが、 施 の 技術は、 水の合

に独 に開発した技術 成 16 年度 に開発 を し、 成 22 年度に独 開発した 水

と 合 た小 実 に 手した。その後、 成 24 年度より ムで小 実 を

行い、 成 26 年度に独 に開発した 施 、 した 水 と 合 た実施

を し、現 を実施している。 
 

施  

施 は、上 高 水に する 度 200m/日程度 であり、 と

して 物、 物質 SS 、SS 来の 形性 BOD を する。さらに 水

からの 環水の を いて一定 の 性 BOD も する。 
また、本施 水 水 は次 の 水 にて 水されるが、 物が さ

れているため、 水 の目 まりが発 しないという効果を 。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 施 の 理 
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水  

水 は、 の大 での がなされるため、 が 要である

理は 水 と 一 。本装置では、 来の 水 の を な に る

ことにより、処理効 を高め、 の 化 BOD 負荷 大 1.6kg/m3・日

を図っている。さらに 重を調 して や を可能とし、処理性の 定化

や の防止、 の発 を図っている。 水 水の 環は、 来

より行われていた 高 水 ではあるが、本装置では、 水 の

に 、 施 の にも 環 計 200 、 以 計 100 さ 、処理水質

の 定化と 上を実現している。 
水 では一般に、水 が に て低い には を に、 期には上

に が れ、この により を で る。しかし、 の低 の によ

る 発な は、 度の低 を 、処理性 の が される。そのため本装

置では一定 の 水 の 6 程度に を行い、 分な を行いつつ、

度の低 を回 する。なお は 200mmAq 程度で 力は、 に ない。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 5 水 の 理    
 

さらにこの は 物 機能も る。 から負 することで、 水 、

の各上 ス H2S を を に 、 物 的に 化 を行う。 

水機については 水形 の工 により、 水 を くしつつ、低 で 一に分

水される とし、 水 を して 水機を回 さ 、 力 水を行う。 

 

施  

水 水には、 な 形物が まれ、 する。そこで 来の

では であったこの 形物を、小 により水 を さ 効

果により効 的に する。なお 汚 もあるので から 汚 の も行う。

の による は 大 30mm 程度であり、1 日 1 2 回、 を行う。
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水は処理水 に さ た後、一次 施 に 水する。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

図 6 施 の 理 
 

一次 施  

本装置では、上 の 3 施 全てから 水が発 する。 水は一次 施 にて

汚 と上 水に 分 される。 汚 は汚 処理施 に られ、上 水は

の の 水 に する。 一般に汚 処理には 施 があるため、ここでは とし

て一次 施 と する。  
 

開発経  
１ 開発  

力事 が く今後 規に 水 が普及する の や、 力 減や地球

化防止 CO2 減 を 進する日本の 水処理 での普及を目指し、 力 大の

大要 であった 力を 要とする水処理システムを開発する。 
日本の 水 力 によれ 、水処理で も く 力が され、 合

で を ている。処理 では標 法が ステ シ 法

を で行われており、処理水 スでは を める 
 

開発目標 
処理水質は標 法と で、水処理にお る 力 を標 法の「 減以 」とする技

術を開発する。 に 、標 法の 施 の 置も可能とする。 

 
開発経  

2010 年度 国 水を いての実 規 の基 研究に 手。 と独 開

発の 水 との 合 を 実 。 
2012 2013 年度 ム国 水処理 にて

300m3/日 による実 を実施。 
2013 年度 高 水再 にて 10m3/日規 の小

実 研究を実施。 と 水 と独 開発の の 合
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を 実 。 
2014 年 3 月 上 ム国での実 成果に基づ 、日本 水 事業団「 技術 」

の国 第 1 として 。 
2014 2015 年度 国 省 水 的技術実 事業 B-DASH  (国総研委 )に 、

高 水 中期 にも合 する 技術として、高 水再

にて実施 6,750m3/日 を 置。実施 の を実施。 

2017 年 2 月 国 技術 総合研究 により「 環 水処理技術」

案 が発 。 
2016 2017 年度 実施 6,750m3/日 を 中。現 に る。 

 

なお、本装置は、高 上 水 局、国 大 法人 高 大 、日本 水 事業団、

会社が共 で開発を行った。それ れが した開発の は次の りであ

る。 
 
・高 上 水 局 実施 の 手法の研究と 、効 的な実 の と実施 
・高 大  研究計 の 案、実施 の水処理機 の  
・日本 水 事業団 実 計 の 案、調査研究の 、システム評価、 計手法開発と標

化 
・  基 理の 、研究調査の実施 の  

 

独創性 

１  

理は、中 処理  >BOD15mg/L の 置づ とされていた 水 法であるが、本

装置では全 に独 の工 を て、処理水質の を標 法と BOD10mg/L
を 15mg/L に 上さ たものである。その成果として「処理水質の 定」に

て「 力 の 減」、「発 汚 の減 化」を図ったことが である。 
 

独創的に工 した  
来 の 水 法からの技術 での独 の工 を する 経済性 においては、

普及促進の から現 となっている標 法との を行っている。しかし本 では独

創性は、 来 の 水 法から工 を たため、 来 の 水 法と して す

る 。 
来 の 水 法には、 持 理 、 環境・ 、 処理水質の 定化の 3 つの

があり、以 3 に分 て からの独 の工 を る。なお、 来の 水

法から本装置 の独創的な工 を表 1 に、その工 を本装置 に したものを

図 10 にまとめた 
 持 理  

来の 水 では、 上 水が する。そのため、 上 水には の

、 物や が し、 の い 水 や 水 が まることが 発し

ていた。これを取り くためには、 を 止して、 水 を定期的 に 1 回程度
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に する 要があった。なお、 度を減らすために 水 を大 くする の

もあったが、 水の分 性が く、処理能力が低 し、 が大 くなる の が

あった。 
 

・ 水 水により目 まりをなくす 

本装置では 100μm 以上の 形物が効 的に で 、1mm 以上の 形物、 物は

100 された 水が られる。この 水を 水するため、 水 の目 ま

りはなくなり、 来技術での 水 の 業が された。なお、本 水質を

実現するための 施 の は、独 に開発したものである。 
 

 

 

 

 

 

 

図 7 水 に する の 水 
 

・ 要な 施  

来の一般的な高 では、一次 の 防止ス に、 水中の の

物が 、その が 要であった。本装置の 施 では、「

と 物の 重 による 」を行うことにより、一次 ス を 要とし、

業 の 持 理 業が 要となった。 

 

 環境・  

来 の 水 法では、 の発 、 の発 の があった。これらの

の の程度は する国により なるが、日本においては、これらの は

である。そのため、 も厳しい日本を 定して独 の工 による を図った。 
 

・ 、 目 まり のための工  
は、 水 法では一般に発 する。 水 法では 理的に テ か

ら高次な 物である の 物 が行われるためである。 にその発 は

な が も い。これは の産 から成 になる の期 が も いためであ

り、25 では 15 日程度 2とされている。 
来の 水 法では、5 10cm 程度の大 な を いており、 水して くこと

はで ても、 さ ることは であった。このため を や の

で取り くことがで ず、成 の発 を 止する手 がなかった。なお には 物

ス ム が形成するため、目 まり防止の からも小さな を することはで

                                                  
2 の発 に及 す 度の 、  、 、 研究 50 81-86 1981  
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ず、装置も標 法に ると大 となっていた。 
本装置では、 性 の に 定な 重調 を て、水の

重に い を独 開発し、 を水 さ た後に、 による の を

に行 るよう工 した。これにより、 な 15×15mmL、 でも

の目 まり防止、 の の発 を行いつつ、 物 の 保による

化を実現した。 
 
・処理 定化と 物 の工  

においては、 水 法は、 を 要とする を としてい

た。 した り、 は、 に 水により められ上 に、また には

水により され に する。しかし、 ・ に と 水が 一 度

となると、 されず、処理に 要な が されない。 って、 を有する

日本では「 ・ には 定処理がで ない、 には が 要以上に し

度が低 する」という があった。これらの を するため、本装置では

を いて 水 の 6 を行うこととした。これにより によ

る 定処理が可能となるが、 の は 200mmAq と低 であるため

は ない 表 7 。 
さらに本装置は、「 物 」 に スを し、 水して 物 的な をす

る と機 が 一である。 って、本装置では 施 、 水 、一次

施 にて発 する を本 で 物 さ る工 を行っている 1。

を とすれ 、 上 は負 となり、 の れも くすことがで る。実

において、処理後の 、 、 化水 、 化 、 化

、 の 度は基 の 度 2.5 を 回った 1。このように本

装置では、 により、処理 定化と 物 を に行う工 を行った。 
 

 処理水質の 定化 
・ 水 の 水の 環 

来の 水 においても 水 水の 水 の 環は行われていた。

本装置では、高い 度でも処理で る 施 の 性も かし、 水

水の 1 目 施 の 環も取り れた。これにより 水 水に

や 成した の を いて 1 目からの BOD 分 や

も可能となり、BOD として 性 BOD の処理が可能となった。 
 

・ による  
2 目の 水 からは、 SS として 物の が する。 来の 水

法では 3 目でこれを していた。しかしながら、 SS は ず

することもあり、 的な処理水質 化の となっていた。 
本装置 施 では、「 」と の 理で する。また に

よる 機能も有する、独 に開発した 7mm 程度、 による

高 150m/日 を行った。1 目 施 が 合う に 物を
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っか て表 するのに し、3 目 施 では、 SS を

で た に め取る となり、表 を ことで な SS が さ

れるよう工 したものである。本装置 での SS を図 8 に す。 度

は 150m/日で 来の 25m/日と しても 度が 6 にも関わらず、

SS 5 30mgSS/L に して 75 90 の高 が られ、 水質の 定化に

する。なお本 施 では、この SS が で ることで、処理水に NH4-N
が しても N-BOD の発現が 止される効果がある 図 9 。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 8 施 での SS   図 9 処理水 NH4-N 度と N-BOD 発現  

 

 

処理水 NH4-N 度 mg/L  

 本装置は発現 が低い 
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表１ 来法からの独創的な工  
  来の 水 法  本装置 

 
 

施  

   高  

 (なし) 

  
     形  

7.5mm ×4mm、 
上性 

目的  
物や SS の  

 
重 で で 、 防止の

ス が 要。そのため 持 理

で、後 の処理に  

処理 度 水 負荷 50m/日  
 度 200 250m/日 

性能 

SS    30 50 程度 
性 BOD 可能 
物   一  

次 の 水 目 まり

物質が する  

 
 

SS       50 70 程度 
性 BOD 一  

( 環水と 物の効果) 
物   100  

(次 の 水 目 まり物質が

しない) 
処理 度 水 負荷 50m/日  度 200 250m/日 

ス ス   水  
一次  

水 
 
 

 水 3  高機能・高効 の 水  
機能、 機能  

処理負荷 大 1.2 kgBOD m3・日  大 1.6kgBOD m3・日 
化に  

  
5 10cm  

 性  
     形 15mm 

   目的 BOD  
     表 大 く、

処理効 が高く、 の 化に

 
 で ない  可能 

 機能なし 
 可能 

物  

 
 

 
 

施  

   高  

 (なし) 

  
     形 7mm 
         ×7mmL 
     目的 SS  
     表 が大

いため、 SS が する を

やす機能を有する。全 となるた

め 水 があまり上 ず。 
処理水質は BOD15mg/L 以 に 定。 

処理 度 水 負荷 20 30m/日 
 

度 150m/日 

性能 SS は  
 

75 90 図 8  

ス ス   水  

                                                  
3 一、 、 保 「 を とする 水 の処理水 BOD と 力効 」 
水質汚濁研究 第 7 第 5 310-315 1984 
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図 10 から た独創的な工 まとめ  

 

 

 

 本装置の関 は次の りである。 
第 5676757  / 水処理システム 
第 6117049  / 水処理システム 
第 3853738  / 高 装置及びこれを いた高 法 
第 6282511  / 水 および 水 装置 

公開 開 2017-109195 / 水処理システム 
公開 WO15/001708 / 水処理装置 

2017-185138 / 水 の 法および 水  
 

性能 
１ 水処理性能 

性能は本装置 水 6,750m3/日 を した 水再 実施 での調査結果であ

る。 

 

 経 化の結果 

H27 年度からの BOD 処理結果を図 11 に す。本施 は、 した全期 にわたり、

処理水 BOD は 15mg/L を 回っている。 

 

・ 水に し 100 ,
200 1 目と 2 目に  

H29 年度からは 1/4 にして なる省

化 を実施中 
・水質 上と 定性に  

・1 目 の 環は独  

 

 

・SS に BOD も行う。 
・ 水は次 の 水 の 
目 まり防止に つ 

 

・ 機能は独  
・処理性能の保持、 発

止に効果 

 

・ がないため 力 が大 に減

る 
・ (低 低 力)は の

を し、水 低 防止 
・ 物 を る 
 

 

 

・ かな SS が で る

ため処理水が高度化 定化 
・ は の 1/6 

前段ろ過施設 

散水担体ろ床 最終ろ過施設 

標準法並みの

処理水 

流入下水 

―22―

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  から た独創的な工 まとめ

 

 

 

 本装置の関 は次の りである。

第   水処理システム

第   水処理システム

第   高 装置及びこれを いた高 法

第   水 および 水 装置

公開 開   水処理システム

公開   水処理装置

  水 の 法および 水

 

性能

１ 水処理性能 

性能は本装置 水 日 を した 水再 実施 での調査結果であ

る。 

 

 経 化の結果 

年度からの 処理結果を図 に す。本施 は、 した全期 にわたり、

処理水 は を 回っている。

 

・ 水に し

目と 目に
年度からは にして なる省

化 を実施中

・水質 上と 定性に

・ 目 の 環は独

 

 

・ に も行う。

・ 水は次 の 水 の

目 まり防止に つ

 

・ 機能は独

・処理性能の保持、 発

止に効果

 

・ がないため 力 が大 に減

る

・ 低 低 力 は の

を し、水 低 防止

・ 物 を る

 

 

・ かな が で る

ため処理水が高度化 定化

・ は の

前段ろ過施設 

散水担体ろ床 最終ろ過施設 

標準法並みの

処理水 

流入下水 



 

図 11 水と処理水の BOD  
 

 

 処理水の 定性 
   処理水 BOD は 6mg/L、 が 4 6mg/L、標 ( )が 2.0 mg/L と に

定し、 計的に年 を て 15mg/L 以 6.0+3 =12 15mg/L となり、 水

法の順 が可能な処理結果と 定性が られた 図 12 表 2 の上 。 に 水機 水 に

「分 」を る工 をした分 水 では、分 性が図られ、処理水質もより

になった 2015年 12月より実施し、 に 水は くなったが処理水質は 上 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 処理水 BOD の ス ム 表 2 水および処理水 BOD の 計  
 

 

 

 

2 3
/ / / / /

33 260 10
処理 2.6 12.0 6.0 2.0 10.1 12.1

  

2 3
/ / / / /

82.2 260 131.
処理 3. . 5. 1.2 8.1 9.3

全  
全  

分 水 での  
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 標 法との処理水質の  

水再 での標 法と本装置 本技術 との処理水 を図 13 に す。処

理水 BOD は標 法よりも 高かったが SS は であった。 
 

 

 調査日 年 月 日  

 

 調査日 年 月 日  

 

 調査日 年 月 日  

 

 調査日 2015 年 10 月 22 日  
 

 

図 13 標 性汚 法と本装置の処理水質  
 

 

本 は 1 日 12 回の 水を 合して 1 とした 
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汚 発  
 本装置の汚 発  

   図 14 に 水 SS を 100 DSkg とした 合の汚 発 DSkg を す。

SS に し、発 汚 は 20%以上減 している。 
し、本調査期 中は、 水 の を実施しない 期 であるため、 水 の汚 は計 さ

れていない。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 本装置の 期 の汚 発  

 

 標 法との発  
処理規 50,000m3/日 水 BOD 200mg/L SS 180mg/L と 定 にお る汚

発 を した。 
・本技術 総汚 発    6,656 kgSS/日  

     ・標 法 総汚 発    9,460 kgSS/日  
その結果、本装置は標 法に て汚 発 が 30 程度 ない結果となった。 

 
発 汚 の処理のしやすさ 水性評価  

標 法および本装置で実 に 取した汚 に して 水 を行った。その結果を図

15 に す。その結果、本装置から発 する 合汚 の が 水分で 2 3 水

水分が低かった。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図 15 本装置と標 性汚 法から発 する各汚 の 水性  
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・ 性の  
本装置と標 法の を表 3 に す。 

本装置では、 物 により 物 的処理が行われるため、標 法 の「 法にお る

性汚 度の調 」4 を 要と ず、 物 や 負荷に応 た の調 が

要である。た し、 水や 水 水の処理が により行われ、これ

らの の が処理水質に大 く するため、 水質に応 た 件の 定が重要

となる。 

 

表 3 本装置と標 法の 理性の  
目 本装置 標 性汚 法 

  物 理が 要  

要 技術 物 法  法  

 ・ 分   分  

 ・  による低 の  と による水中  

 ・汚 度 理 要 要 

汚 発  標 性汚 法より ない 水 と  

・ 処理 一次  要 要 

 

 

持 理性 保 性 の  
本装置と標 法の を以 に す。保 に関しては、 装置とも 性機 と

からなり、各 の 性に応 た 業となる。保 性の 度や 業 は であ

る。 

 
・本装置 
 本装置の保 の には、 、 、 、 の

機 と 水機や の 機 がある。 機 については、 施 、 水

、 施 の 、 の目 や 水 にお る 水機の

が定期的に 要である。また、本装置 有の保 事 の 意 として、 水

の ・ 化水 発 に する 全性の 保がある。 

 

・標 法 

標 法にお る保 の は、 、 の 機 と標 法 の 機、

ス ムス 、 装置な がある。標 法 の機 である 装置については、定期的

に 効 、 の と目 まり進行 の取 がある。また 機、ス

ムス 装置、防 装置 の機 は水中または水上にあるため、定期 の水

や日 の水中 の 防止に する 全性の 保が 要である。 

 

 

 

                                                  
4 水 持 理指  実 -2014 - 、公 社団法人日本 水 会 
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処理水質が本装置と で、普及促進において 合 となる標 性汚 法との経済性

を行う。実 研究結果をもとに日 大汚水 50,000m3/日 日 汚水 40,000m3/日 の

合について を行った。 
 

１ 件 
件を表 4 に す。日本の 水 は 普及済 の であることから、「標 法の

年数 50 年の 施 が にある」 合に本装置あるいは標 法各施 を するとし

て した。 定する 施 は、標 性汚 法で能力 6,750m3/日×8 図 16
とし、本装置、標 法ともに 処理能力の施 にするという で を行った。 

 

表 4 定 件 
No   目 本装置 標 性汚 法 

1 処理水  日 大汚水  50,000 m3/日 
日 汚水  40,000 m3/日 

2 水質 BOD S-BOD  200 80 mg/L 
SS 180 mg/L 

3 施 (標 性汚 法)の  要 要 

4 施 の 計 、 、  

施  
度  

水として 200m/日 
、  

8 / ( 20 ) 
×2  

1 16m2、 250m2 

 
水 負荷 50m/日 

8  

水  
BOD 負荷  

高負荷 1.6kgBOD/(m3 日) 
、  

27 ( 20 )/ ×2
 

1 93 m3、 4,500 m3 

応  
HRT  

8hr 
(BOD-SS 負荷) 
0.2kgBOD/(kgMLSS 日) 
( )8  

施  
度 150m/日 

、  
3 / (図 16 ) 

×2  
1 56 m2、 333 m2 

 
水 負荷 20m/日 

8  

5 テ テ  力 15 /kWh 
汚 処分  16,000 /wet-ton 

6 水汚 水  77  79  

7 年価 
 2.3  

 
年数 

機械・  15 年 
 50 年 

8  機 の  
、 は機 に  機 の  
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的な  
  本装置の 後の 的な全 を図 16 に が の として す。標 法の

施 の 8 のう 6 を して本装置を することが可能である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 16 本装置の が 分の 、 が  

 

 

水 関  
  定した 施 と本装置の水 高低を図 17 に す。 

本技術では 水 の 程が高くなる。また本装置は、 理的に 水 で水 が

低 するため、 施 の 水が 要となる。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

図 17 水 高低図 
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一次 施  

一次 施  

標 法では する  
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の 結果を表 5 に す。本装置は標 法と 減 年価で 減 となる。 

 

               表 5  

 

持 理  
持 理 の 結果を表 6 に す。本装置は、標 法と して の 減となった。 

 

表 6 持 理  

目  本装置 標  
性汚 法 

減  
  

力  /年 23 49 53 力 価 
15 /kWh 

 /年 0 13 100 水処理  
・  /年 28 46 39 機 の 2% 

汚 処分  /年 146 200 27  
合計 /年 197 308 36  

 

研究成果に基づ した本技術の 力 の を表 7 に す。 力

に める各機 の 合は、 環 が も大 く、全 の 分 を めている。 
成 29 年度 より、 力 をさらに低減さ るため 環 を 1/4 で 環

25 に た を実施しているが、処理水 BOD は 15mg/L を 続して 成して

いる。本 件にて H29 年度 でも処理水質を で れ 、 力 は

0.093kWh/m3程度となり、さらなる 減となる。 
 

表 7 本装置の 力 の  

 kWh/m3 合( )  
環  0.050 47 100 、 200 環 
水  0.023 22 施 の 水 

水  0.008 8 3 施 分の合計 
 0.007 7 水 の 6  

水  0.007 6 施 のかさ上 1.5m 分 
 0.002 2 施 上 の スを 水 に  

その他 0.008 8  
合計 0.105 100  

 

目  本装置 標 性汚

法 
減

  

    37.2     39.2  5  

年価 /年 279 312 10 年数 50 年 
機 15 年と 定 
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１ 国  

  水 は普及 が 上 に し、今後は人 減 の中、施 ・ の の を

る。合わ て や地 、省 、創 の 応も行わ ならない。本装置は、日本の

水 の (水 的には全国の 75%)であった標 性汚 法の として 置がで 、

かつ日本の 水 が する に に 応で る「 」技術である。

このため、日本全国 し、 低水 は 15 以上 1 において普及が期待で る。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 18 国 にお る本装置の将来性 

 

 
  来の日本の 水処理技術は 力を 要とする処理技術であり、そのままでは 力事

の い 興国 ム、 の の普及 開を図るのが で

あった。 

本技術は による低 力に 、 な では 環 を減らしたり、

が 要になるな の実 に合わ て、さらに 力 が減ら る可能性がある。ま

た、これから 水 が普及する国においては、 が で、汚 発 も なく、

持 理性も であることから、まさに に した技術として普及が期待で る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 の本装置の将来性 
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あ 

 

 
 
 
 
 
 
 
１ 装置の  
本装置は、 の 工を行う工 機械から される を し、

形化する装置である。 
来装置は成形される 形化された の の が 70 130 mm であ

ったのに し、本装置は 50 70 mm の を成形することで、装置の小 化

 0.64 m3 、 化、 しい低 ス 化を 成している。 
本装置に一 化された 機には 2 つの回 があり、それ れの が に回 する

ことで 続的に が される。2 つの回 の各 の大 さが なることで回 数に

が 、低 力で大 な 力を発 する。 は された後、 ス の

成形 に されて小 の シ により され、 50 70 mm の

が成形される。 が 形化される に分 される は回 され、再 が可

能である。 
 

 

 

 

 

図 1 装置の  
 

 

 

中小企業庁長官賞 

第 44 回 
優秀環境装置 

会社  
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装置全  機 分 
 

    
    
 機   
   しシ  
 ス    
 ス    
    

 
図 2 装置の 図 

 

に された は、 機 で小 化される。 機 は して 置した 2
上に、 の を有する で 成し、各 回 する の で、

を に する。 

小 化された は、ス により ス に される。 ス

に が になると、 で し シ に 結されている

が し を する。この に の 形化と に に した

は り される。 は 形化された の に られ

た を って の に まる。 

工程が わると、 は一 かに上 すし、 が

開く。 に し しシ が に し、 ス スを 保する。

は再び し、 を に し す。 は上 し、

中で一 止し、 が る。 に し しシ で

を機 に し す。 

に まった は、 の開 で を し
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て 上 る。 の い 合には、 が上がると が 応し

で機 に され、 が がると が 止する シ も 定

している。 

 
開発経  

１ 開発  

来の 装置は、複数の工 機械あるいは工 全 から される を し処

理するため、装置が大 で い 置ス スが 要であった。 
また、 は すれ する が いに まり、人手を 要とし、かつ、

している も するまでに れ すな の があった。 
そのため、工 機械の に 置可能で、小 機を た 機の開発に

取り 。 
 

開発目標 
・ を めずに、工 機械から された 後に処理が 来ること。 

    の高さ１ 以 の工 機械の 高さ１ 以  
・工 機械の に置 る であること。 

 1 3以 、 、高さが 1 以  
・工 機械 に置くことが 来る価 であること。 

    300 以 工 機械の価 3,000 の 1/10 以 を目標とした。 
 

開発経  
2011 年 7 月  本 の 、基本 計に 手。 
2012 年 2 月 あい 中小企業応援 成事業に応募。 
2012 年 5 月 成事業に 期 の開発 。 
2012 年 5 月 2012 年 7 月 機 の 成要 開発。 
2012 年 7 月 2012 年 9 月 機 の全 開発、 実 の実施。 
2012 年 9 月 2013 年 3 月 装置全 の開発。 

の 性を公 機関で 定、装置全 上 て

の 実 を実施。  
2014 年 7 月 第 1 機 。 

 
独創性 

本装置の は、小 化、低価 、 という 3 である。 
装置の ス は、 シ 、 、 、

、 ム な で 成される。ここで、 シ の ス は、

シ の が大 くなると に高くなる。 って、 シ を小 化

すれ このシ の ス が られる でなく、 する の が減り

も小 化で る。しかも 力を受 る も大 に 化で ることになる。 
の小さな シ で成 さ るには、 の 成形した の

を小さくして 要な 力を減ら よいが、 に成形するための ス 成
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形 の も小さくなり、そのままでは が し い。そのため、 を

に した 後に 機で小 化し、 シ に小 化した を してい

く である。 
 

 

１ 機 

機には 2 つの回 があり、それ れに複数の が されている。 す

る がそれ れ に 回 し、 で に を 続的に する。

回 の に がそれ れついており、それ れの の大 さが うことで する回

に回 数 が 、小さな 力で大 な 力を すことを可能にしている

取 済 。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 機 
 

 

装置 

機で小 化した が 装置の ス の成形 に られ、

ス に一定 がたまると、 シ が する。 

を し小 化してから の小さな ス で するため、 シ 、

ともに小 化が可能となり、 力を低減で る。 

また、 に した は、 の に するため、高効 、 回 が可能

である。 成形 り シ の 力 ス を し、 を

して装置の の に まった を な に して に回 する

になっている 取 済 。 

 

 

 

 

10 15cm  機で  された  

 後 後 
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図 4 装置 
 

 
 本装置の関 は次の りである。 

第 5407017  / 装置 
第 5448016  / 装置 

 
性能 

本装置は、独 に開発した 能力に優れた 機を装 することで、 の長い

でも小さな力で かくすることがで 、また、 成形 の を小さくすることで、

な 成 を実現している。そして、 ない でも高い 能力を 保しながら、

シ や もス ム化し、装置全 の小 化に成 している。 

処理性能は、 される 成形 の に するため、 大 の う

に優 性がでるが、 の が大 くなれ なる は くなるため、

は し れずに、 の 能力が しくなってくる。 
テ スでは、 の 形化 の と が、 装置 の 重 の

に まり、 は上 の小 を して に し、 形化 の

は上 に る のため、上 に まった 形化 の は、上

が一 になると、装置の に てある の を開 て取 し、 の

に す 要がある。この 業は なく した 合で 1 5 日に 1 回程度の 度である。ま

た、 の は年に１回程度の 度で する 要があるが、 の 機 と

である。 
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表  他社 との  

会社  社 A 社 B 社 
装置 本装置 a 装置 b 装置 

機 有  有り し シ 応 
装置  0.64  

工 機械 に が可能 3.2 4.8  1.3 1.8  

価   270  800 1,200  600 1,000  
重  0.35ton 1.9 2.0ton 0.7 1.2ton 
総 源  2.6kw 6.7 8.2kw以  3.8 5.2kw 
成形 (mm) 50mm  70/80/100mm 70/100/130mm 
処理性能 

1回の  500g 1kg/1.25kg/2kg 1kg/2kg/3kg 

(MPa  100が基本 

260/200/80 
成形 が大 くなる

力は くなる。 力が く

なると に した

の回 力も くなる  

100/100/30 
成形 が大 くなる

力は くなる。 力が

くなると に した

の回 力も くなる  

回 性能 い 成形 が大 くなる

くなる 
成形 が大 くなる

くなる 

 

、 の

でも、 に開発した小

機 で する

ことで、 なス

成 で

の を可能にした。小

、 価で の回 性

能も可能。 

大 シ で

する スな

機。 は、 、SS 、

SUS、 な に 応可能

が、 質によって処理能力

は 化する。 の

テス を 実施。 

の に 応す

るため、 に

を た や、

機 の がある

な 、 は

実している。た し、1.3
以上の大 になる。 

 

経済性 

表  他社 との経済性  

 社 A 社 B 社 
 本装置 a 装置 b 装置 

シ ス     
装置  270  800 1,200  600 1,000  
置  装置 に  重 物のため  重 物のため  

ス     
総 源  2.6kw 6.7 8.2kw以  3.8 5.2kw 

 

 

将来性 

工 機械の に 置で る で低価 な装置は、 社調査の では く、

は大 い。 

また、 国、中国、 、 ム、 シ 、 、 からの 合

いも く られている。 
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あ 

 

１ 装置の

汚 化システムを した汚 再 処理 の 成を図１に す。

 

図  施 の 成

 

本施 は、し や 化 汚 を受 れ、 物処理に さない 物 を する

受 、 ・ ・ ・ を 物 的 法で する 処理 、 処理

で し れない ・ ・ ・ 度 を化 的 法 で する高度処理 、 処理

・高度処理 で発 する 汚 を ・ 水する汚 処理 で 成される。本施

では、汚 処理 に 汚 化システムを し、 水 以 まで 水した

汚 は、 後、ご 施 にて 回 を行っている。

本システムの ス を図 に す。

 

 

図  汚 化システム ス
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汚泥貯留槽余剰汚泥

主処理設備

高度処理設備

汚泥濃縮機

（トロンメル）

無機凝集剤
高分子凝集剤

汚泥脱水機

（スクリュープレス）

分離液槽 脱水汚泥ホッパ

主処理設備

場外搬出

第

日本産業機械工業会 会長賞
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本システムの スは、 ス、 ス、 ・ 水 スに

大 される。 

スでは、地 で回 した を 機により 装置に し、

した は に する。 

スでは、 ・ で汚 と した 、各 を 合し、 水性を

上さ た 汚 を 成する。 

・ 水 スでは、 汚 を により を行い、 汚 は後 のス

ス 水機にて 水を行う。 水分 は、分 を経 し 処理 に

し、 水汚 は、 として 後、ご 施 で 回 を行う。 

 

開発経  

１ 開発の  

汚 再 処理 し 処理施 は くの施 が 期を ているが、水

や 物 は 全で 可能な施 が く、機械 の やス

の手法を取り れた施 化の は高い。

や 水機の 化に い、資源化技術としての 化や 化は、 環 社会

の や 減が可能になるが、低 水 水技術が 要 可 となる。

そのため、資源化技術 化・ 化 に 可能な低 水 水技術の を目的

として開発に 手。

 

開発の目標 

資源化技術 化や 化 に 可能な低 水 水技術の 。

水汚 水 以

回 以上

 

開発の経  

年 年 低 水 水技術の調査・開発 手。

年 年 実 機による ・ 。

年 第１ 機 。

 

独創性 

本システムの を以 に す。 

１ 水  

本システムでは、 水 として地 回 を している。その 理 は次の

りである。 

・ は、 で分 しない化 と なり、 環する の 化にも が可

能である。 

・ な を とした での ・ を いた 合、

を 価が高く、 効果が小さくなるが、 に する

地 回 は、 価であり、 の を 環境施 及び資源の地

環が可能である。 
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そのため、本システムでは、 環に し 効果の大 い地 回 を 水

として いている。 

 

水機

現 、 化に 可能な 水機としては、 スやス スな

がある。

来から いられていた スは、低 水 化が期待で る 、 い 置ス

スを 要とし、本 の他にも くの 機を 要とするため ・ が高いな の

理 によりこれまで している施 は ない。

一 、ス スは、 スより 置ス スが小さく、 規施

でなく 施 に する技術としても が である。

なお、これまで 施 に した第 ・ 機は、 続 とすることで一 の

省ス ス化を図っている。

また、本システムで しているス ス 水機は今後施 にて 化す

る 合や 施 の 置ス スの 約を し、 要に応 て による により

なる低 水 化・省ス ス化が可能な としている。

本システムでは上 、 水 図 とス ス 水機 図

を 合わ ることで 化 の を可能にしている。

 

  

図  水     図  ス ス 水機

 

 

の有  

本装置の関 は次の りである。 

第   装置及び汚 水装置

第   装置、 システム、及び汚 水システム
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性能 

１ 水汚  

第 機にお る本システム 後の 水機の 及び汚 処理 、 水汚 の

と を表１に す。第 機は 年度期中に したため、 は 年度実

、 後は 年度の実 を基に を実施。

 

表  汚 処理 、 水汚 の

脱水機 汚泥処理 脱水汚泥

式

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

入

入

分離機 スクリュープレス

 

本施 は、施 合により 年 月から が し、汚 処理 も している

にも関わらず、 水汚 の発 は減 している。

水汚 の発 は、 を とした 合、 以 に減 しており、 に

お る 低減が図れている。本施 では、 水汚 を し、ご 施 にて

として 回 を行っているが、施 で 処分する 合も汚 処理

や 効果 スの低減が可能となる。

 

汚 水  

水汚 の 水 は 定的に の 以 まで低減しており、 定した 化が可

能となっている。

図 に を いた 有 による 水汚 水 の を す。 を行った

合、 水汚 は一 の低 水 化が図れ、 化 の も可能になる。

、本施 は定 的に による を行っていないため、 に合わ た

件 ス ス 水機の回 数や 力 に調 することで なる

水 の低減が期待で る。

図  有 による 水汚 水 の

無し

脱
水
汚
泥

水
（

）

無 脱水汚泥 水
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回

第 機にお る本システム の 回 を表 に す。

表  回

汚泥濃度 分離液 濃度 回収

（ ） （ ） （ ）

回

回

汚泥濃縮機・スクリュープレス 脱水機 出 分離液 濃度

回 は 以上を する結果となっている。

 

性・ 全性、 ・ 性、 持 理 

本システムは、第 機が 後 年以上、第 機が 後１年以上、 日、

人 の 続 実 によって、長期の 性や 定 に する 性が

されている。

また、本システムは関 と した が可能であり、 全に ・ 止が行わ

れる。汚 の や の も く、一 の工程において汚 に れる 業が い。

においては、 水 として な 物を取り くため、地 回 の

の 人の手によって行っているが、その他の一 の工程は全て １つで が可能

であり、 な や技術を 要としない。

持 理においては、定 的な保 及び の の であるため、高 回 機

の ス調 のような 工 での を 要としない。よって、低 ス での 持

理が可能であると る。

 

経済性 

１  

第 機にお る本システム 後の汚 処理 たりの 及び を

表 に す。 、 は 年度実 、 後は 年度実 を基に を実施。

表  汚 処理 たりの

脱水機

式 無機凝集剤 高分子凝集剤 地域回収古紙

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

入

入

分離機 スクリュープレス

本システム は、高分 の の に して、 後は高分 の他

に 機 と の を行っている。
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本施 で する地 回 は、 施 から一 を で されているため、

地 回 の 負 は い。また、施 で する 水も 水を してい

るため、地 回 、 理にお る 負 は い。

本システム 後の は、 の に して、 程度に上 してい

る。 し、 の 水汚 発 低減に う 低減分や 水汚 の処理に う

減分で上 ス は 分に回 が可能であると ている。

 

 

第 機にお る本システム 後のし の処理 と施 全 の の 及

び を表 に す。 、 は 年度実 、 後は 年度実 を基

に を実施。

表  し 処理 と の

処理

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

入

入

本システム 後、機 数は しているにも関わらず、 水機の 心分 機

ス ス に う低 力化により、 は 程度の低減が図れている。

 

来装置との  

第 機にお る本システム 後の を表 に す。

表  本システム 後の

 目  来装置 本システム

水機 心分 機 ス ス

処理能力
施 合 施 合後

水汚 水

水汚

水汚

置ス ス

機

テ ス
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将来性 

本システムは、汚 再 処理 の か、小規 水 ・ テ ・

水処理施 ・ 業 水処理施 の汚水処理分野 の も可能であると ている。 
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あ 

 

 
 
 
 
 
 
 
１ 装置の  
１ 力発 にお る 処理  

力発 では、 を さ て た で発 を行う。この の に

より発 した スには、 の成分である 、 、 、重 、 、 な

が まれるため、 ス処理、 水処理によって される。 ス処理、 水処理を

、 力発 の水 の一 を図 1 に す。 
これらの物質のう 、 は 1994 年 2 月に水質汚濁防止法で定める 水基 目に

され、0.1mg/L が 水基 として られた。2001 年 7 月には、 力発 の

ス処理施 が 定施 に指定され、 水中の が 水規 となっている。 
は 力発 の 水の か、 工業 水、 ス工業 水、 水

な に まれる 合があるが、 に 力発 では、発 ス 低減のために

有 の高い 価な を することがあり、 処理 が 化している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 力発 の水 の一  
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処理の ム 
は、 の価数として-2、0、2、4、6 の形 がある であり、 に 6 価の

は な物質として られている。 水には 6 価の が まれることがあ

り、 水基 である 0.1 mg/L 以 の処理を しくしている。 
6 価の は、0 価もしくは 4 価の に されると、 水の一般的な重 処理

である 処理でも が可能であるが、 来の 法には の 、汚 発

な の があった。 
本装置では、 法の性能 上のために2 の を 合わ る 法を し、

実 化に った。2 の によって、 水中に で する 6 価および

4 価の を、水に な 0 価の に する。 ムを図 2 に す。

を した 水を に さ ると、 A が 化し、その に が発 す

る。この が、 B の表 から に することで 6 価や 4 価の を 0 価

に する。 B は、 表 が大 い をしており、 応の性能 上に

している。 

 

図 2 の ム 

 
処理の  

本装置の基本 を図 3 に す。本装置は、2 の を 合 した

と 工程からなる。 
では 6 価および 4 価の を水に な 0 価 にまで する。後

の 工程では、中 、 処理し、 A 来の汚 中に された を取

り ことで 水から を する。 
では、 処理の 物として水 、 化水 な の スが発 する。 防止の

ため 上 で と 合して し、さらにス を さ て 成分を 処

理することで、 の の を防止している。 
で された の一 は 表 に り、 応効 の低 、 の

化を こす れがあるため、定期的に を 化さ て する。 
での 応は、 による 性 件 で A を 化さ ることによ

って発 さ ている。このと 、 A の 化 度を高め、 応を 定さ るた

め、 水を している。た し処理開 な で水 が低い 合は、水 に応 て の

―46―



を 正し、 定 の が 化するように している。 
の A は との 応により 化して されるため、 する 要が

ある。 A の は、定期的に の 高さを計 して することが

で る。 定の 高さにするために 要な を している。 
 

 

図 3 スの基本  

 

 

開発経  

１ 来 法と  

水中に している重 の一般的な処理 法として、重 の 、 、共

な によって 分 が可能となる 処理法があるが、6 価の は処理 であ

った。 
6 価の は、0 価もしくは 4 価の に されると 処理法によっても

が可能となる。しかし 来の 法では 性能が低いために、 の 、汚 発

な の があった。以 に 来法の 要を す。 
 

 第一 による 処理 
第一 を 水に し、第一 による 応を して 6 価の を する。

後 で を 処理し、 を共 で する。 の を して処

理可能である。 水のように共 度の高い 水では に する 第一

の と汚 の発 が大 くなる がある。 
 

 による 処理 以 、 法  
第一 による 処理よりも 、汚 発 を低減さ るため、 を

成分とした による処理技術を開発し、 力発 の 水 に実 化

した。 を した 水を に さ ると、 が 化する に が発

し、 を する。次に 化した を し、 を共 で する。第

一 による 法に 、汚 発 を大 に 減で るが、 が重く、 まりや

すいので、開 の取り いに 力を要するな の があった。 
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複合 による 装置の開発 
よりも の 性能が高く、汚 発 を低減し、 で いやすい を

、評価した結果、2 の を 合わ た複合 を し、実 化するに

った。第一 機 は の においてス 成の はあったが、

件の と定期的な テ スにより なく で ている。 
2011 年に 力発 の 水処理で第一 機が し、2017 年 10 月現 5 件の

実 が されている。 
 

2004 年  複合 の 開 。 
2007 年 2009 年  実 水による性能 、 の 、 法の 。 
2011 年  第 1 機 。 

 

  なお、本装置は、 工業 会社と 源開発 会社が共 で開発を行った。それ

れが した開発の は以 の りである。 

・ 工業 会社 

複合 の開発、 の 定、 評価、 、 化 

・ 源開発 会社 

長期 定性の 、 化 、 上 件な の 、

定の一  

 

独創性 

の 性能を高めた複合 を開発し、水処理装置として 成さ た。 で

化する に 6 価 を するのに 分な を発 さ る A と、 に

は にくいが 6 価 を するための 能力を有する B の 合わ

が有効であることを し、応 するに った。 水と の 法、 の 法、

装置の 上 法 、 技術も めて開発した。 

 

 

本装置の関 は次の りである。 
第 4771284  / 有 水の処理 法及び処理装置 
第 5261950  / 有 水の処理 法及び処理装置 
第 4877103  / 有 水の処理 法及び処理装置 
第 5109505  / 有 水の処理 法及び処理装置 
第 6213044  / 有水の処理 法及び処理装置 
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性能 

水中の を 0.1mg/L 以 に処理で る。2 の を 合わ た複合

により、 あたりの 効 を 上し、 法に て汚 発 を 30
60%低減で る。 装置と 来装置 法 の 一 を表 1 に す。 
また、 の 重は 法に て 60% 化し、 、 テ ス

のための し 業な にお る 性を 上した。 
 

表 1 性能  

度 0.5mg/L の 合  
 来装置 装置 

処理水質 0.1 mg/L 以  0.1 mg/L 以  
 100 20 

汚 発  100 40 
来装置 法 を 100 とした 合の  

 

 

経済性 

水中の 度および共 物質により効果は なるが、 装置と 来装置

法 の 一 を表 2 に す。 
 

表 2 経済性  
度 0.5mg/L の 合  

 来装置 装置 
シ ス  100 120 

ス  100 60 
 100 75 

 100 60 
汚 処分  100 40 
来装置 法 を 100 とした 合の  

 
シ ス は するが、年 ス 40% 減を 成したことにより、

シ ス の は 1.5 年で回 で る。 
 

将来性 

力発 は日本および で ス 源として 置づ られ、今後も重要な

の一つとして 続・ 大する である。 力発 にお る発 ス の低減の

ため、 を 価な の が 大する可能性があり、環境負荷低減のために 装

置は が期待される装置である。 
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あ 

 

１ 装置の

本装置は にお る ス の 水、 水 にお る水処理装置である。 

において 荷を した後、再度目的地に て 行する 、 行中の の ス

を取るため、一般的に に られた ス に ス 水と れる水を す

る。 

ス 水は基本的に荷上 で ス に取水されて荷 で される。その

ため、それらの が なっていれ ス 水中に まれる や の 物

が 中に することになる。 って荷上 と なる の荷 で ス 水を する

と、その に の の 物を することになり、その の を するおそれが

ある。 

これを受 国 事機関 にて 年に「 ス 水及び 物の規 および 理

のための国 約」 ス 水 理 約 が 定され、表 に す ス 水の水質基

基 が られた。

表  ス 水基 基

目 基

以上の 物

以上の 物     

  

大  

球  

地で した がつくる 団 の数 

１ システム 成、

基 を する に 社では ス 水処理装置 を開

発した。

の 要機 一 および 要を表 にまとめる。またそれらの 成図を図 に す。

第

日本産業機械工業会 会長賞

回
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表  の 要機 一

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図  の 要機 成図

図 に の 図を し、図 に 水 の処理 、図 に 水 の処理

を す。 水 は、 システムで μ 以上 物 をその他の

う 物と合わ て した後に、 で を して ス す

る。 水 は、 の さ て再度 して に ス 水を す

る。 では、 水 および 水 の計 回 を行うことでより 実な処理を実現

している。

分 機  な機能 
標 機  システム μ 以上の水 物及び を 以上分

し、 に された を 的に

・ する。

UV  μ の水 物及び を する。

計 処理 を する。

BWMS  全 および各装置の を行なう。

UV 源  源を する。

高  で を シス する。

調  処理 を 正な に する。

ON/OFF  処理 の を行なう。

シ 機   を れたとこ から する。
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図  の 図

  
図  処理 水

    

図  処理 水
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の システムは、 水 に μ 以上の水 物を する装置であり、

に される水 物を 物質は 機 によってシステム に さ

れる。本 システムと の を図 に す。基本となる の は

の によらず 中は 行なわれる。

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  システム と 図

 
 機  

は を している。図 にその 図を す。 は、

回 する に を さ て された水 物や 物質を してシ

ステム に する機 である。 では に して処理水は から に

れるため、 は に 置されている。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  図

以上 物
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 機 高  
にはもう一つの 機 として、 を いた高 機 を してい

る。図 にその機 を す。この高 水中 は処理中に行なわれ、

を シス して 力を上 さ る機 である。 次水を に て

高 し、上 の で取れない、 に ついた 物や物質を

あるいは して処理中に汚れを する。

本機 については 定 を た 合に開 するよう されているが、その数

については の負荷に合わ て 員 の が 意に で る。

と高 機 を 合わ ることで を な が保つよう

にしている。

 
図  高 機
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UV  
にお る は、 を し μ の水 物及び を

する装置であり、 水 および 水 の で する。

には される は、 置 を 減し、その効 を 大化するた

め 本あたりの 度を高く取れ、 に する 長を 的 に する中

を している。

図 にその を す。 を する水 物は、 に 要な目標 を

受 るよう 計されており、水質や の があった 合にも目標とする 一定に保

たれるように を行なっている。

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  

  
の は、 を ムかつ に調 して、目標とする

を 要 低 の 力で 成している。本 を可能にするために、 によ

って 度を 計によって処理 を しており、これらの から

において な 力としている。

また、 には複数の が 置されているが、 度は一 で

定しており、その に基づいて 力を調 する。全ての において 力は になる

ように され、 な を実施するものとなっている。

 機

を すると 保 スには、 な汚れが するため

の 力が 分に 要になる。そのため、 の には の保 ス

を する 機 を ている。図 にその を す。これは、機械的な 機

でス か とり を取り た を さ ることで保 スに

した汚れを する。この は、処理開 、 行なわれる他、処理中実施される。

なお、処理中の は の負荷に応 て 員が 意に 定で るようになって

いる。
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を 要 低 の 力で 成している。本 を可能にするために、 によ

って 度を 計によって処理 を しており、これらの から

において な 力としている。

また、 には複数の が 置されているが、 度は一 で

定しており、その に基づいて 力を調 する。全ての において 力は になる

ように され、 な を実施するものとなっている。

 機

を すると 保 スには、 な汚れが するため

の 力が 分に 要になる。そのため、 の には の保 ス

を する 機 を ている。図 にその を す。これは、機械的な 機

でス か とり を取り た を さ ることで保 スに

した汚れを する。この は、処理開 、 行なわれる他、処理中実施される。

なお、処理中の は の負荷に応 て 員が 意に 定で るようになって

いる。

  

 



図  機

 全 UV
全 については、 が高 なことから な 目を して

を行なっている。 については の りで、この れか 目でも

をすれ 止 に 行するようになっている。

・

度 を することで、 の 有 を する。

・ 度

の 度を する。 高

・ 計

に処理水が されていることを する。

・

開 に が しないように、 取り しを

する。 を したり、 したりすると 、 の れがあるため

一

において 、 を表 、 に す している。

これらを複数 置することシステム として に 応で る。

また防 も しており、 の の防 に 置する

ことも可能である。

 
表  一

は防 を す。

標 処理水

計 力

保 ス
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表  一

は防 を す。

 

 

開発経  

社では 来から 、 水 、 の 、 を行っており、

にお る しい として ス 水処理装置の開発を開 した。 

表 に す ス 水の水質基 基 の性能を すること、また実 にお

る性能の 持、 な を行 る機 として開発を行い、 ス 水 理 約

に った 上 、 上 を行い日本国での を取 にいたった。 

 

年 年 テス での評価。

年 開発機での実機評価。

年 取 のため 上 での実機 。

取 のため 上 実機 し 。

年  日本国の 取 。

年 第１ 機 。

 

独創性 

においては 性能を することと にその性能を 持することが

重要となってくる。そのため 社では以 の の の 機 を 、

の性能 持を図っている。それ れの 図を図 に す。

 

１  

図 に す にて を行いながら を実施する。 水中に

の を回 さ 、 物 と に に

した 物 を 、 する を行う。

水は ス 力を いて 力を一定に保 、 との 力

を ることで、 を することなく、 を行うことがで る。

 

水中  

図 に すように 中に の を し、 上 した 処理

水を の を いて することにより、

に した 物 を かすことで の能力を さ ている。

 

標 処理水

計 力

大 度
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後または が上 した 合においては、本 を実施する。

の水を 水さ た で、 より 水を

で高 さ ることで の を行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  図

 

 

の有  

本装置の関 は次の りである。 

第   ス 水処理装置

第   ス 水処理装置

第   ス 水処理装置

 

性能 

１ 処理性能 

表 、 に 上 結果、 上 結果を す。表 に す 基 を するものとな

っている。

表  上 結果

テス テス テス テス テス

物
処理

処理後

物
処理

処理後

※   
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表  上 結果

テス テス テス

物
処理

処理後

物

処理

処理後

 

 

・ 性 

の で が可能な装置となっており、機 の や テ ス

の 報が 可能となっている。 図 。さらに シ で を 置する

ことで、他の から や も可能としている。 

 

図  ス 表  

 

経済性 

本装置は独 開発 により μ 以上の 物 を 実に 分 する。

それにより は μ の 物 に 化した処理となるため、省

力で 処理が 来るシステムとなっている。表 に の 力を す。
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表  力

 

 

 

 

は防 を す。 

 

将来性 

「 ス 水及び 物の規 および 理のための国 約」 ス 約 は発効 件

を たし 年 月 日に発効となった。これにより 規 また の について

も を されている。

そのため本 ス 水処理装置については今後 続的に 規 には 置 要となり、ま

た についても が全 で約 と されており 要が まれている。

標 処理水

力
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あ 

 

 
 
 
 
 
 
 
１ 装置の  
１ 一 化 水システムについて 

「 一 化 水システム」は、 水処理 にお る汚 処理 の 化を実現した

しい汚 処理システムである。 水処理 の水処理施 から発 した汚 の処理 と

しては、 を経 して 水する「 ・ 水システム」が一般的に く されてい

る。これに し、「 一 化 水システム」は、 を経 ず、 の の汚

を に 水する汚 処理システムである。システム を図 1 に す。 
 

図 1 システム 一 化 水システム  

 

 

 

第 44 

日本産業機械工業会 会長賞 

回 
優秀環境装置 

日本 水 事業団 
会社  
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来の「 ・ 水システム」は、 より発 する 汚 を重力 により

2 程度まで し、 より発 する 汚 を機械 機で 5 程度まで し

た後、汚 において各汚 を 合し汚 水機により処理していた。 
これに し「 一 化 水システム」では、 来の 水機よりも 機能を 化した

ス ス 水機 以 、 SP を開発し するこ

とで、 の 汚 と 汚 を効 的に処理することが可能である。 
来の 水装置で の汚 を 水する装置という では、 に小規 水処理 に

される水処理 である低負荷 の 性汚 法 シ シ 法 から発

する 汚 を とした汚 水機がある。これに し、本システムが としている

のは小規 から中・大規 まで く されている水処理 である高負荷 の 性汚

処理法 標 性汚 法 から発 する汚 であり、処理 は 汚 と 汚 とい

う性 の なる 2 の汚 が 合された汚 である。 
の低負荷 性汚 法から発 する汚 を としている 水装置は、 汚 という

1 の汚 の のため、性 が 的 なく 定処理しやすいと る。しかし、本

システムが処理 としている汚 は 2 の汚 を 合した汚 のため、 合 によ

り性 しやすいという において、 定処理が しい。このような、 汚 と 汚

を 合した汚 を として 一 化 水処理するシステムはこれまで実 化されてい

なかった。 
SP を汚 処理システムに 、 水処理することにより、 来の「

・ 水システム」では の を省 で 、 化と ス 減が可能な「

一 化 水システム」を実 化した。 
 

する汚 水機 
水処理 にて する汚 水機としては、 ス 水機 以 BP が も

数が く、次いで 心 水機、 ス ス 水機 以 、SP が され

ている。「 一 化 水システム」に する汚 水機は SP を しており、 来の

SP 機 としては図 2 に す り標 SP、高効 SP、 SP があるが、

これらはいずれも 汚 を として開発された汚 水機である。 
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図 2 ス ス 水機の  
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汚 を とする SP の 、 SP は標 SP・高効 SP に し

処理性能 上および処理の 定性 上を図った低 水 の汚 水機であり、高効

SP と の 形物処理 の 件で 水 を 2 程度低減可能である。この

SP は独 した を した機 であるが、本機を「 一 化 水

法」に しようとした 合、汚 度が低いため、 の負荷が高くなり 水

する で 分な 度を 保することが しい。そのため、 水処理はで ても処

理効 が低く、 汚 を 水した 合のような低 水 の の 成がで ず、処理

も大 に低 する。 
そこで、 SP を スに本システム に 化した SP を

開発した。 SP は低 度汚 に しても で 分な 度が られる

よう、 SP の の を 大さ ている。これにより、低 度の

汚 についても、 で高 度に し 水 で るため、 で

した汚 を 水する 合に い で 水処理で る が である。 SP
の 要を図 3 に す。 

 

 

図 3 ス ス 水機の 要 
 

システムの機  
本システムの 要機 は SP であり、図 3 に す り、「 」「 」

「 水 」により 成される。各 の機 の を す。 

脱

M

M

外筒スクリーン

スクリュー軸 洗浄パイプ

外筒スクリーン

スクリュー軸

プレッサー

（押圧板）

（ ン）

スクリュー羽根

洗浄水

凝集汚泥

濃縮分離液

洗浄水

無機凝集剤

ろ液 脱水汚泥

洗浄パイプ

 
  
  
  
 ・「 汚 」を とした 
  低 水 の汚 水機 

 
  
  

 
 ・ の低 度汚 についても 
  にて高 度に 可能で 
  ・ 水システムに い で 
  効 的に処理が可能 
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要 成 は「 ス 」と「ス 」である。 ス

は であり、ステ ス の で 成されている。またス はス

の にス の が取り られた である。 である ス

の に 置したス が回 することで、汚 を する。 される に、

重力の で から が され、 される。 
 

で した汚 を 水 する「 装置」により 成される。

装置は一 で、 の汚 を 水 する。 
 
水 要 成 は「 ス 」と「ス 」および「 」で

ある。 ス は であり、 と にステ ス の

で 成されている。またス は に かって くなるテ

の にス の が取り られた である。ス が回

することで、汚 を と する。 は 水 に取

り られており、機 に を るための装置である。 水 は

を しの て機 と される。 
 

システムの 理 
本システムの 要機 である SP の 水 理について する。 
まず、処理 の 汚 に高分 を し、 にて 合することで

化した後、 SP の される。 
の と された 汚 は、ス が回 することで を

される。このと 、ス の が を 続的に 取りながら汚 を

することで、 を している。これに て、 である ス

をス とは に回 さ 、汚 と の 置関 を 続的に れ

ることで、 の を促進する効果が られる。これらにより、効 的に を し

汚 の を進行さ ることがで 、 には 1%以 であった汚 度を、

には 6 8 程度まで することがで る。 
された汚 は の に一 され、 く の 装置により

10 100kPa 程度の 力で 水 に される。 
された汚 はス が回 することで と される。このと 、ス

が に かって くなっていくことより、 が 減していくこと

で、汚 に る 力を 続的に上 さ 、汚 を 水する。さらに 分

に 置した にて を 、 に の を促進している。 
 

システムの  
   本システムの汚 処理 を図 4 に す。 
   まず汚 は汚 により 装置に られる。これと に に
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より高分 を汚 および 装置に する。汚 と高分 は 装置

にて 合し を形成する。 化した汚 は SP にて

水 と に 分 される。なお、 機 を した処理も可能であり、その

合は、高分 を する に 機 を する 、または高分 を 後に

水機 に する後 のいずれでも処理可能である。 

 
図4 汚 処理  

 
開発経  

１ 開発  

汚 処理 スにおいては、水処理施 から いた汚 を するための を

、後 の汚 水 の処理効 上を図ることを標 としている。 
しかしながら、 年、重力 での の進行が く、 度が低 している処理

が く られる。また、汚 が 上分 するな により、水処理施 する水質が 化

し、水処理に を及 す 合があることが として られる。 
一 、 度の 上を図るために、機械 を する 水処理 も いが、機械

を 置する 合、 置ス スや ス 及び 持 理負荷が 大することが と

して られる。 

このような に し、 を る「 」 を省 で れ 、上 を

することが可能である。 で していない低 度汚 を汚 水機の で 水処理

すること は、 来の装置でも 可能では いものの、 汚 を 水する 合よりも大

に処理効 が低 し、経済的な から実 的では かった。そこで、 汚 を 水

M
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処理することを とした汚 水機の開発を め、 を省 した汚 処理システム

の開発を行うものとした。 
の汚 を効 的に処理することが可能となれ 、汚 処理施 の処理 が

化され、大 な ス 減が可能となる。また、 が る を することがで

るとともに、 持 理業 の省力化も図ることがで る。 
  

開発目標 
の汚 を効 的に処理することを開発にお る としており、処理が効 的であ

ることを する指標として シ ス と ス が 来技術よりも 減で

ることとした。なお、 汚 と 汚 の 合汚 を のまま に 水す

る汚 処理システムは 技術には いため、 来技術である「 ・ 水システム」との

により評価するものとした。 
的な目標としては、 来の「 ・ 水法」において実 の い汚 処理 の機

成である「重力 心 機 BP」で処理した 合に し、以 の ス 減 を

開発目標とした。 
・ シ ス 50 以上の 減 
・ ス 40 年以上の 減 

  
開発経  

2013 年 9 月 2014 年 3 月 水機の開発、システムの 。 
2014 年 4 月 2015 年 2 月 実機による実 ・ 。 
2015 年 3 月 2015 年 5 月 システム 効果 ・評価。 
2017 年 2 月 第 1 機 。 

 

なお、本装置は、日本 水 事業団と 会社 が共 で開発を行った。それ れが

した開発の は次の りである。 

・ 日本 水 事業団  システムの 、機能・ 効果の評価。 

・ 会社   汚 水機の開発、実 、 、 効果の 。 

 

独創性 

今回開発した「 一 化 水システム」は、 来の汚 処理システムにおいて である

「 」 を ず、「 水 」の で汚 処理を行う処理システムである。

を ないため、 の汚 を に 水することとなるが、これを可能とするた

めに、システムの 要機 である SP を本システム に開発した。

SP は にて 度 1 程度の 汚 を 6 8 程度まで で るように、 な

の を実 実 にて し、 の SP の の を 大さ

た。しかしながら の を 大さ る では SP と の

水 を ることがで なかったため、 な 水 とするために 要な の
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および 装置の な を した。また、 は と に実施し、年

を て 定的に処理で ることも した。以上の り、 な 、 な

を り すための や工 を施し、本システムの実 化が可能となった。 

上 工 を施した本システムは、 来システムには い、 くの 長を有している。 

 シ ス の 減 
置 ス が 要となり の シ ス を 減で る。 

 ス の 減 
数が減 することで、 持 理にお る機 や保 の低減により

ス を 減で る。 
 水処理施 の 水負荷の低減 

SS 回 の低い を省 で るため、 施 と 水施 を に る

合に 、 水の SS 度を低減で る。また、水処理施 から いた汚 を

に 水するため、汚 を で 、汚 からの 再 が され

水の 度を低減で る。これらより、汚 処理施 からの 水負荷が低減し、

水処理施 の処理効 上および処理の 定性 上が期待で る。 
 汚 処理施 の 化による 持 理業 の省力化 
汚 処理施 の 化により、機 数が減 し、機 の日 にお る 理 目

や を減らすことがで 、 持 理業 の省力化が図られる。 
 

 

本装置の関 は次の りである。 
第 6309883  / 汚 水処理 法および汚 水処理システム 

 

性能 
１ 汚 水機の処理性能 

SP の処理 汚 は 汚 であり、 来装置が としている 汚

では いため、処理 物が なるが、ここでは 汚 を 水処理する 来装置との性

能と し処理性能を す。 
としては、 年開発がなされ 来の SP の中で も性能が高い SP

にて 汚 を 水した 合の処理性能とし、その性能 を表 1 に す。 
 

表  処理性能 

目  SP の 汚 に する処理性能 
形物処理  ×0.7  

 0.15  
水   

SS 回   
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表 1 より、 汚 を SP で 水処理した 合に ると、

SP の処理性能は以 となる。 
処理 形物 は SP の 7 程度で処理可能である。汚 水機の を

すると、 ・ 水システムより 一 化 水システムの が大 くなり、 水

の シ ス は する。た し が省 で ることから、汚 処理

全 の シ ス は低減可能である。 
汚 水機の 要 は 0.15 高くなる。しかし、「 ・ 水システム」で

機械 にて を する 合と ると、汚 処理 全 での は

となり、 も とで る。 
性能 の SP は高効 SP よりも 水 を 2 程

度低 で る低 水 の汚 水機である。 SP は低 度汚 であって

も SP と に 水 が 70 76 程度で処理可能である。なお、

の により 水 の低 が ましくない 合には、 水 を高く

し処理 を上 るといった も可能である。この 合は 水機を小さくし シ

ス を低減さ ることも可能となる。後 の 実 の処理 では 水 の受

れ の 合により 水 は 80 程度で処理しているが、 水 が高い

分、標 的な性能より処理 が高い 定となっている。 
SS 回 は汚 水機 独では である。た し、SS 回 の低い を省

しているため、汚 処理 全 としては SS 回 が 上する。一般的に、

の SS 回 は重力 が 85 程度、機械 が 90 95 程度である。これ

らを すると、 来の「 ・ 水システム」の汚 処理 全 での SS 回 は

85 90 程度である。これに し「 一 化 水システム」では SS 回 を 95
とで 、「 ・ 水システム」に して 水負荷を低減可能である。 

 

効果 

汚 処理 にお る の の 上効果について、 の実 を表 2 に

す。 を て「 一 化 水システム」の が全 の が高い結果となって

いる。これは、水処理 から いた汚 を で することなく、 の

で く 水処理したことにより、 汚 中の が再 される を したことに

よるものと られる。そのため、本システムは 水の 度を低減で る処理 で

あり、水処理施 の処理効 上に で る。 
 

表 2 全  

  
全  

    

・ 水システム 来システム  29.7 % 53.4 % 69.6 % 71.7 % 
一 化 水システム 本システム  72.6 % 61.4 % 73.5 % 78.8 % 

―71―



性と 全性 

本システムの 要機 は、 SP である。 SP の 要 分は「

」と「 水 」であり、この「 」と「 水 」はいずれも である ス

と、その に 置したス により 成されている。このス の回

数が 1 分 に 1 回 から 10 数回程度と に低 での回 により 水を行う。その

ため、 の が こりにくい。これに て、「 」は が かっておらず、「

水 」についても 力は 大 0.1MPa と低 であることから、シ 分 の負荷も低

い。以上より、機 としての 性は に高い。この は の SP と共 している

分であり、 の SP が長期 の 実 があることからも実 されていると る。また、

の り、機 の回 数が低いことから 全性も高い。さらに、可 であるス

と ス の には を ているため、 に れることがで ないよう

している。 
これらより、 性が高く、 全性についても 分 保されている。 

 

・ 性 

  が いため、重力 や機械 に関わる ・ は一 要であ

り、 水 の の 理で 応で る。 
  水 の 要機 である SP の 理は日 的には の 定を

めた の調 、汚 の 定を行う。 SP の である

ス 回 数、 ス 回 数、 水ス 回 数は、機 に し

た により 調 されるため、手 での 定は 要である。 
  的な汚 性 の大 な がある 合、 、汚 の調 以 に、 水

の汚 の 力の 定 、 力の 定 を行う。また が

化する 合は高分 の選定 を実施し 正な高分 に する。 
  1 日 24 で 水処理する 合は、 に 汚 度が低 し、 合 が 化する

可能性があるため、事 に処理 の 性を した上で、 要に応 て 汚 を

一 する を てお 、 汚 との 合 を 化するよう 合 を行う。 
 

持 理性 
  一 化 水システムは、 が 要なため、 の機 数が ・ 水法に

て に ない。そのため、定期的な テ スも である。 
  要機 である SP の回 としては、 のス とス 、

および 水 のス があるが、これらは 1 分 に 1 回 から 10 数回程度と

に低 である。そのため、 の が なく長 である。さらに

にも工 の持 り が 要で現地 業にて 応で る。 
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経済性 
１ シ ス ・ ス の低減効果 

１ ス分 と  

    シ ス 、および ス の低減効果について、 来システムとの

を行った結果を す。 ス にお る ス分 は図 5 に す りとする。ま

た を図 6 に す。 
 
 
 
 
 

図 5 ス分  
 

「 ・ 水システム」の処理 CASE1-1,1-2,1-3 
 
 
 
 
 
 
 
 

「 一 化 水システム」の処理 CASE2 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 6  
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  「CASE1-1 1-3」の 3 スは、 来の「 ・ 水システム」とする。 
  「CASE1-1」は を「重力 」と「 心 機」とし、 水 は「BP」

とする。本 スを開発目標である シ ス と ス の低減効果

の基 とする。 
  「CASE1-2」は CASE1-1 の「 心 機」を 年実 が している「

機」とし、また「BP」を「 心 水機」とした 合の スとする。 
  「CASE1-3」は CASE1-2 の「 心 水機」を 年開発された「 SP」

とした 合の スとする。 
  「CASE2」は本システムである「 一 化 水システム」の スとする。 
 
 なお、 ス は以 の 件にて した。 

  
工事 について 

本 では は基本的に として し 工事 は計上しない。 
 機械 工事 について 

機械 工事 機 ×1.5 とする。 
工事 について 
工事 機械 工事 ×0.6 とする。 

年 たりの について 

年価 ×  
 

 とする。 

2.3 、 年数 15 年  
なお には 国 50 を 。 

持 理  
力 について 
力 価 15 /kWh とする。 力 の に する負荷 0.7 とする。 

について 
高分 価 500 /kg とする。 
水 について 
水 価 20 / 3とする。 

について 
工事 ×2.4 とする。 

保 について 
水 施 持 理 要  処理 施 2011 年 公 団

法人日本 水 会を基に する。保 とは 的な技能を有する 事 が

１日の 定 8 で行うことが可能な 業 に基づいて「１日の 業

工数」を したものである。 価は 21,400 とする。 
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ス 減効果の 結果 

水 が 50,000m3/日の 合の 件にて した シ ス の 結果を

図 7 に、 ス の 結果を図 8 に す。 
の結果、開発目標にお る ス 低減効果の基 として 置 た「CASE1-1」

の指数を 100 とした 合の、「 一 化 水システム」の CASE2 の シ ス

の指数は 46 となり、 減 は 54 で、開発目標である「50 以上」の 減 を 成

した。また、 ス についても、「CASE1-1」に し「CASE2」の指数は 57
となり、 減 は 43 となり、開発目標である「40 以上」を 成した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 7 シ ス 結果 50,000m3/日  

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 ス 結果 50,000m3/日  
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CO2 減効果 
  １ ス分 と  

来システムに する CO2 減効果の スは、 の ス と

の ス分 とする。また、 に した CO2 数は以 とする。 
力      0.550kg-CO2 kWh 

高分   6.5t-CO2 t 

  CO2 の 結果 
水 が50,000m3/日の 合の 件にて したCO2 の 結果を図 9に

す。 
の結果、「CASE1-1」の指数を 100 とした 合の、「 一 化 水システム」の

「CASE2」の CO2 の指数は 61 となり、 減 は 49 であり、大 な 減が可

能な処理システムであると る。 

 
図 9 効果 ス の 結果 50,000m3/日  

 

経済性と CO2 のまとめ 
、 において、 水 が 50,000m3 日規 の 合での 結果を したが、

水 がより大 な規 の 合として 100,000m3/日の 合、およびより小さな規 の

合として 10,000m3 日の 合についても を行った結果、表 4 に す り、いずれの

水 の 合においても、「 一 化 水システム」は シ ス 、

ス 、および CO2 が 来の「 ・ 水システム」よりも低減する結果であり、 水

処理 の規 によらず、 ス と CO2 の 減に効果的な処理システムであると る。 
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表 4 ・ 水法に する 減 ス 、CO2  

 
将来性 

水処理 は、人 減 に う 持 理 での技術 、一 で では人 中によ

る 水 の に して 地 に 約があるな ・ が しい にある。本シス

テムは、処理 の規 を わず 可能で、汚 処理システムの 化による ス や CO2

の 減効果が高く、現有の 置ス スにて 置可能であり、 理 での負荷の低

減が可能である。よって、今後の事業計 を てる の有効な手 の１つとなる技術である。 
 

 ス 減  

 
 

CASE1 1 CASE1 2 CASE1-3 
 

BP 
重力  

心 水機 
重力  

SP 

目標  
シ ス 減  

50    

結

果 

10,000m3/日 51  38 減 32 減 
50,000m3/日 54  47 減 37 減 

100,000m3/日 58  44 減 32 減 

目標  
ス 減  

40    

結

果 

10,000m3/日 44  34 年 減 30 年 減 
50,000m3/日 43  36 年 減 26 年 減 
100,000m3/日 43  34 年 減 22 年 減 

目標  
CO2 減  

   

結

果 

10,000m3/日 29  29 年 減 15 年 減 
50,000m3/日 39  38 年 減 6 年 減 
100,000m3/日 40  39 年 減 8 年 減 
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